2011道本部組織労働局発第186号
２０１１年２月４日
各　地方本部、単組・総支部執行委員長　様
自治労北海道本部
執行委員長　　山上　潔
（賃金労働部・組織部）
2011春闘の推進について（１）
～当面する取り組み、ストライキ批准投票の実施について
および現業公企制度政策要求の解説～
2011春闘の取り組みに、心から敬意を表します。
さて、2011道本部春闘方針については、２月２日開催の道本部第113回中央委員会で確認・決定いただいたところですが、当面する具体的な取り組みの推進について次のとおり指示しますので、各単組における取り組みの強化をお願いします。
記
３　たたかいの基本（以下、第113回中央委員会議案再掲）
　連合・自治労本部方針を基本とし、北海道段階における地域的な事情をふまえながら、協約締結権回復を見据えた要求書の提出と交渉の実施、そして労使確認事項の書面化（労働協約若しくは書面協定）を重視して取り組み、2011春闘の組織化をめざします。
（１）基本的には、連合の2011春季生活闘争、自治労2011春闘に結集し、雇用を守り生活改善に向けた基本賃金の引き上げを重点にしてすべての地本・単組が全力をあげることとし、自治労の春闘方針策定にあたっては、方針の補強と意見反映をおこないます。また、「春闘で取り組む三本柱」については、十分な組織議論を行い、次期機関会議において改めて方針化します。
（２）連合北海道、連合地協、地区連合に結集し、地域春闘への参加と他産別、地場中小組合との交流・連帯活動を強めます。
（３）交付税削減反対･地方財政確立、質の高い公共サービス実現指標とした制度政策闘争を展開します。
（４）自治体財政の確立に向けては、連合北海道、地方財政確立道民会議等と連携の元で道民運動を巻き起こしながら、安定的な自治体財政の確立をめざします。
（５）春闘期を出発点として、男女平等産別統一闘争を推進します。
（６）すべての地本・単組・総支部は春闘期における行動計画（１地本・単組・総支部１企画）を立て、春闘諸行動への組合員参加・組織強化を追求します。
（７）知事選挙を頂点とした第17回統一自治体選挙闘争と2011春闘の取り組みと連動させて、闘争体制を確立します。
４　たたかいの展開
（１）まず、各地本・単組は道本部2011国民春闘方針案の討議を行い、討論集会の開催、春闘方針及び要求書の作成など闘争体制の確立をはかります。
（２）そして、全単組が必ず要求書を提出し、当局交渉を行なうこと、そして労使確認事項については、書面にて確認を行う行為を重視します（労働協約若しくは書面協定）。各単組は重点課題の取り組みにむけ、職場討議を行いながら、２月14日（月）～21日（月）の間に要求書を提出し、集中提出日を２月18日（金）とします。
（３）全国的な春闘の諸行動と連動して、各単組は、生活を維持・向上させる賃金水準の確保と労働条件改善、地域公共サービスの質の向上と公正労働の実現への決意を示すストライキ批准投票を実施します。
（４）全単組・総支部においては、自治労の対自治体統一行動に結集するために３月11日(金)29分時間内くい込み集会を配置し、３月１日～10日までを重点交渉期間と位置づけます。また、統一行動指標を掲げながら、春闘要求の前進に向け交渉を実施します。
（５）連合・公務労協（公務員連絡会）の諸集会・統一行動に職場集会を開催するなど積極的に参加し、また、連合北海道の設定する決戦ゾーンに連帯し、４月一杯まで地域における交流・支援体制を継続します。　
５　たたかいの要求と課題
（１）生活の維持・改善をはかる賃金水準・制度の実現をめざします。
①　賃金要求については、道本部のアンケート結果（平均10,514円）を踏まえ昨年と同額の平均10,500円、2.6％（平成22年度の道職員の行政職給料表適用職員の平均給与総額＝403,636円を基礎に率を算定）以上の引き上げを道本部総体の賃金要求とし、あわせて、年齢別ポイントでは自治労本部方針に基づいて、水準を確保するとした要求とします。
②　自治体財政を理由とした給与等の独自削減に対しては原則反対しながら、昇格･昇給基準の改善及び自治体間・職種間、中途採用者の賃金格差の解消を求めます(道本部統一要求｢賃金関係｣参照)。
③　その他、2010賃金確定闘争の継続課題（積み残し課題）の解決をはかります。
＜参考＞　自治体労働者の実在者賃金（給料月額＝基本給、金額は中央値）
	
	行 政 職
	現業(技能労務)職
	看 護 職
	保 育 職

	30歳給料月額
	230,769円
	220,080円
	247,529円
	230,740円

	35歳給料月額
	281,500円
	254,120円
	279,640円
	277,560円

	40歳給料月額
	331,550円
	287,100円
	319,980円
	321,980円


　　（「2009年度自治労賃金実態調査結果報告書」（自治労賃金資料2009年９月30日 №184）から）
（２）臨時・非常勤等職員・公共サービス民間労働者の格差是正、自治体最賃を制度化します。特に臨時・非常勤職員については、官製ワーキングプアとの異名が取られないよう、08年８月の人事院の指針に基づいて、積極的に改善措置を自治体使用者に対して求めていきます。その際の要求基準は、月額155,000円以上とし、あわせて日額7,750円（／20日）以上、時間給1,000円（／155時間）以上とします。なお、公共サービス民間労働者で賃金カーブの算定ができない単組は、連合北海道の「賃金カーブ確保相当目安4,500円＋賃金改善分１％以上」を目安に取り組みます。
　また、公務員連絡会地公部会が提起している「臨時・非常勤等職員の処遇改善、雇用安定に向けた法改正を求める署名」に全力をあげて取り組みます。
（３）技能労務（現業）職員の賃金については、総務省から適正化（引下げ）に向けた強力な指導が行われていますので、現行水準の維持を目標に交渉を強化します。
（４）委託契約労働者の賃金労働条件改善、公契約条例の制定をめざします。
（５）所定勤務時間を人勧どおり短縮していない自治体は短縮を求めるとともに、不払い残業一掃、各種休暇制度の新設・充実をはかります。
（６）真の「三位一体改革」実現・地方交付税の削減に反対するとともに、自治体財政健全化法の適用にあたって、労働条件の引き下げ等が検討される場合、十分な労使協議を求めていきます。
（７）高卒初任給については、月額155,000円以上とします。
（８）男女平等の職場づくりに向け、男女平等産別統一闘争を推進します。（別途、男女平等産別統一闘争の項参照）
（９）対道人事委員会に対しては地公三者共闘に結集して、春闘段階から2011年人事委員会勧告にむけた対応を重視し、給与水準の改善や比較企業規模問題等の課題の解決を求める取り組みを行います。また、給与勧告にむけた基本姿勢に関わる要求書を人事委員会に提出し、交渉を行います。さらに、人事院北海道事務局に対しては、連合北海道公務公共サービス労働組合協議会（北海道公務労協）に結集を強め、国家公務員の各組合と連携し、給与勧告に向けた基本姿勢に係る要求書を提出します。
（10）春闘期における組織強化・拡大に全力をあげます。
（11）定年年齢の段階的引き上げに向け、年度内の意見の申し出がなされるよう人事院へ要請します。また、具体的な制度内容について、十分な協議を求めます。
６　具体的な取り組み
（１）道本部の取り組み
　①　ストライキ批准投票
　批准投票は、年間を通じて１波につき２時間を上限としたストライキを含む闘争指令権を中央闘争委員会へ委譲することについて、全組合員の承認を求めるものです。また、争議権が否定されている公務員組合の春闘をたたかう意思表明となるものです。
　ストライキ批准投票については、ここ数年批准率が全国平均を下回っていますが、賛成率は上昇傾向にあることから、その要因は投票率の低下によるものと考えられます。従って、批准投票などの意義をしっかりと提起しながら、投票率を引き上げる取り組みを行います。
○　期　　間　　　　　　　　２月14日（月）～２月21日（月）
○　地本報告　　　　　　　　２月21日（月）
○　道本部集約・中央報告　　２月22日（火）
＜参考－05～10春闘スト批准率の推移＞
	
	2005年度
	2006年度
	2007年度
	2008年度
	2009年度
	2010年度

	実施単組／全単組
	227／240
	217／238
	209／228
	191／226
	199／216
	199／219

	道内投票数
	54,303
	53,148
	50,108
	47,168
	46,656
	44,621

	道内投票率
	80.91％
	80.68％
	79.60％
	79.41％
	80.15％
	78.74％

	道内賛成率
	87.59％
	88.27％
	88.50％
	88.34％
	89.14％
	89.52％

	道内批准率
	70.86％
	71.21％
	70.45％
	70.14％
	71.45％
	70.49％

	（全国批准率）
	（69.92％）
	（70.00％）
	（69.84％）
	（71.41％）
	（71.79％）
	（72.33％）


②　要求書の提出・回答・交渉
　要求書提出、回答、自治体闘争の山場のスケジュールについては、十分な取り組み期間を確保するために、要求書提出のゾーンを設定します。なお、産別統一闘争に結集する視点から集中提出日を定めることとします。
　
統一要求書の内容は第113回中央委員会議案集p26～の別記１（自治体単組用）とします。また、公共民間単組はp32～別記２の内容を参考に要求書を作成してください。
○　要求書の一斉提出　　　　２月14日（月）～２月21日（月）
　集中提出日　　　　　　　２月18日（金）
※　要求書は中央委員会において方針確認後、２月上旬単組着で発送（可能な限り、要求書の解説、批准投票用紙も同梱）。
○　回答指定日　　　　　　　２月28日（金）
※　道本部は北海道、市長会、町村会へ統一要求書を提出するとともに、連合北海道・公務労協に結集し、人事院北海道事務局への要求書提出、交渉を実施します。
③　道本部全単組・春闘オルグの実施
　道本部は、地方本部と合同で情勢報告や行動計画の点検など全単組オルグを実施します。
　期　　間　　２月７日（月）～批准投票最終日（２月21日）まで（詳細は別途）
　④　情宣活動の強化
　全組合員配布の「批准投票用紙」（リーフ兼用）や「じちろう」特集号を活用し、職場討議を進めます。また、春闘期を活用した地本毎の教宣学校の実施等も視野に入れながら、情宣活動を強めます。さらに、北海道における公共サービス課題をアピールするため、住民教宣ビラ配布を検討します。
（２）地本・単組の取り組み
①　闘争方針・闘争体制の確立
　各地本・単組は闘争委員会を設置し、「１地本・単組１企画」を含む、春闘方針を確立します。
②　ストライキ批准投票の取り組み
　前述のストライキ批准投票について、ここ数年批准率が全国平均を下回っていますので、今年については、最低でも全国平均を上回るよう、戦術配置の意義など提起しながら、圧倒的な成功をめざします。
③　要求書の提出と交渉の配置、労使合意事項の書面での確認
　道本部作成の「統一要求書」を当局に提出し、対自治体闘争の重点交渉期間に交渉を配置します（別記１）。また、各地本は総合振興局（振興局）、管内町村会にも要求書を提出します。その場合の要求書の内容は重点要求書として整理し直し、別途、示します。
　特に労使合意事項については、書面にて確認行為を行い、労働協約若しくは書面協定として整理することを追求します。なお、具体的な取り組みの手法等について、別途、提起します。
④　地本別春闘討論集会、単組学習会・職場オルグ等の実施
　各地本は道本部と連携して2011春闘オルグ等を実施するとともに、山場に向けて総決起集会などを開催し、たたかいの意思統一をはかります。また、各単組も、春闘方針の職場討議、要求や課題の周知をはかるため、職場学習会・職場集会を開催します。
（３）公共民間労組の取り組み
①　公共民間単組においては、賃金労働条件が春闘段階で決着する単組と秋闘段階で決着する単組に大きく区分されますが、秋闘段階で決着する単組においても、春闘期における要求書の提出、交渉の実施、協約の締結という運動を重視し、別記２の要求項目に基づき、要求書を作成し、取り組むこととします。
②　公共民間単組と自治体単組で連携がとれる場合は十分な連携の元で要求書の提出や交渉の実施などを追求します。
（４）対自治体闘争ゾーンの取り組み
①　具体的戦術
２月14日（月）～21日（月）　　　　要求書提出
２月18日（金）　　　　　　　　　　要求書集中提出日
２月14日（月）～３月末　　　　　　組合旗掲揚、（リストバンド着用）
２月28日（月）　　　　　　　　　　回答指定日
３月１日（火）～３月10日（木）　　重点交渉期間、
３月８日（火）～３月11日（金）　　腕章着用
３月11日（金）　　　　　　　　　　29分時間内くい込み集会
超勤拒否、出張拒否
②　自治労全国統一行動指標（参考）
	2011春闘「対自治体３・11全国統一行動指標（案）」
①　生活向上のために賃金水準の維持・改善に努めること
②　臨時・非常勤等職員の処遇改善に努めること
③　公共サービス基本条例・公契約条例・入札制度改革など公共サービス基本法にのっとった施策を推進すること
④　男女平等社会実現を踏まえたワーク・ライフ・バランスの具体化をはかること


③　道本部の行動指標は、上記「５．たたかいの要求と課題」（１）～（３）及び、下記の獲得目標とし、最低獲得目標（妥結基準）は共通課題ア)～オ）とします。
＜対自治体交渉獲得目標＞
【共通課題】
ア）賃金・労働条件の変更は事前協議事項とし、労使合意を前提
イ）現行賃金水準を維持し、生活実態の認識及び賃金要求額に見合った賃金改善の確認（最低限、現行賃金体系の維持・改善）
ウ）臨時・非常勤等職員の賃金・労働条件改善の確認（勤務時間比例による正規職員と同様の賃金・労働条件の改善）
エ）自治体関連民間労働者・公社・事業団労働者の賃金・労働条件を公務員並とすることの自治体としての指導方向明示、委託費、補助金等の引上げ方向確約
オ）全員５級水準以上への賃金改善、現業格差賃金解消の基本姿勢の明示と具体的協議の方向確約
カ）直営堅持・事前協議制の確立および欠員の完全補充
キ）不払い残業の撲滅・超勤手当の予算確保
ク）両立支援関係の法律及び人事院規則改正にともなう、条例・規則等の整備・改正
【単組選択課題】
ケ）独自削減を含むすべての賃金合理化は提案させないことを基本に、それらの圧縮・緩和
コ）人事評価制度導入は労使交渉事項であることの確認
サ）時間外勤務手当の割増率や単価計算方式の最低労基法基準への改善
シ）高齢再任用制度の労使協議会設置と制度の円滑な実施と合わせて定年延長を展望した労使協議の開始
ス）自治体独自の公務災害見舞金(法定外)制度の新設と拡充の方向明示
セ）諸休暇制度の改善、新勤務時間・休暇制度の導入の十分な労使協議に基づく国を上回る改善
ソ）自治体および自治体関連民間職場からの労基法・パート労働法違反や社会保険・労働保険の有資格未加入者等の法違反一掃。そのため、社協や委託先清掃等の関連職場の労働条件を自治体として把握し、法違反には是正指導を行うこと。
タ）公益法人等への職員の派遣については、本人の不利益とならない内容で条例化すること
チ）任期付採用制度に関する条例化と運用については、十分な労使協議と合意を前提とすること
ツ）民間の育児休業・介護休暇の改正、及び国家公務員の制度改正を踏まえ、条例の改正を行うこと
テ）育児のための短時間勤務制度について
ⅰ）国家公務員の制度を最低とし、条例化にあたっては事前協議・交渉・合意を前提とすること。
ⅱ）代替職員は原則正規職員とすること
ⅲ）育児休業の復職時調整は100／100で換算し、号俸調整を行うこと（育児休業を取得した職員の職務復帰後における給与は、育児休業をした全期間を引き続き勤務したものと見なして調整すること。あわせて、在職者調整を行うこと）。
ト）家族看護休暇の新設、最低、子の看護休暇を制度化すること
（５）連合・公務労協（公務員連絡会）の取り組み
①　連合・公務労協
　連合2011春季生活闘争・闘争開始宣言２・10中央集会　２月10日（木）
　連合春闘・政策制度関係集会　３月５日（土）（民間山場前段）
②　連合北海道
　北海道ブロック討論集会　　　２月５日（土）、19日（土）
　2011春季生活闘争総決起集会　３月10日（木）　札幌市民ホール
③　公務員連絡会の対政府統一行動
　第１次全国統一行動日　２月18日（要求書提出の翌日）
　第２次全国統一行動日　３月11日（中央行動日に連動して）
　第３次全国統一行動日　３月24日（下旬）（回答日翌日に政府・人事院回答内容報告・確認）
※　全単組において、公務員連絡会の設定する全国統一行動日に時間外職場集会を実施し、情勢など、組合員への周知等取り組むこととします。
第２号議案補足
2011道本部組織労働局発第179号
２０１１年２月２日
各　地方本部、単組・総支部執行委員長　様
自治労北海道本部
執行委員長　山上　潔
臨時・非常勤等職員の処遇改善に関わる取り組みについて（補足）
－処遇改善に係る要請行動を全ての自治体で実施を！－
　連日の諸取り組みに心から敬意を表します。
さて、標記の件についてですが、すでに、臨時非常勤等職員の処遇改善を求める２００万人署名行動について、各単組の職場の隅々において、取り組みを開始しているところですが、こうした取り組みの一環として、また、賃金・労働条件等の改善に向けて、自治体当局に対する要請行動を全ての単組において、取り組むことを基本に方針提起しているところです。
　また、連合北海道からは2011春闘期における北海道の主な取り組みとして、「短時間労働者など非正規労働者の処遇改善に関する要求書（要請書）」の提出行動が、全ての産別の取り組みとして提起されたところです。
　自治労道本部としては、各地区連合と連携をとった取り組みとして、130万人署名行動と平行して、自治体当局に対して以下のとおり要請行動を取り組むこととします。
　春闘期の取り組みと重なりますが、各地方本部・単組のご協力をお願いします。
記
○「臨時・非常勤等職員の処遇改善、雇用安定に係る要請書」提出の取り組み
１　要請行動の趣旨
　全国の自治体における臨時非常勤職員が60万人を超えていますが、すでに地方行政や住民サービスの重要な担い手となっている現実を踏まえ、官製ワーキングプアと呼ばれる劣悪な雇用条件を改善・安定させるとともに、当面して、必要な法改正（地方自治法やパート労働法など）を関係方面へ求めます。
２　要請書の提出
　別紙「要請書」について、春闘期の要求書提出にあわせて、提出することとします。
３　提出する団体
（１）道本部
　　北海道、市長会、町村会
（２）地方本部
　　北海道（総合振興局（振興局））、管内町村会
（３）自治体単組
　　各自治体の首長
４　取り組みの結果報告
　連合北海道は３月１０日に開催予定の2011春闘全道総決起集会に、これらの取り組みの報告を予定ですので、要求書（要請書）の提出の有無について、１人５名の署名運動の第１次集約（３月１日）と合わせて、以下の報告書に基づき道本部賃金労働部までにお願いします。
５　その他
　連合北海道より、非正規労働者の処遇改善に向けて、各市町村に対する要求書の提出が提起されていますが、自治体単組においては、積極的に各地区連合と連携を取り、それぞれの自治体の事情に合わせて、要請課題を整理しながら、地区連合と十分に調整の上、要請行動を行うこととします。また、地方本部においては、連合地協との連携を密に、道及び町村会への対応を実施して下さい。
　

臨時・非常勤等職員の処遇改善に関わる要請行動
単組名　　　　　　　　　　　　　　報告者名　　　　　　　　　　　　　　　
○　要請行動の実施日　　　　　　　　　　　月　　　　日　　
○　要請行動において各連合地協及び地区連合との連携の有無
　　　　　　　有り　・　無し
自治労北海道本部　賃金労働部宛
ＦＡＸ　０１１－７００－２０５３
〈参考〉
２０１１年　２月　　　日
　　　　　　　　　　　　様
自治労北海道本部
執行委員長　山　上　　　　潔
自治労○○地方本部
執行委員長　○　○　　○　○
自治労○○○職員労働組合
執行委員長　○　○　　○　○
臨時・非常勤職員等の処遇改善、雇用安定に係る要請書
　日頃より、地方行財政の確立と住民の福祉向上・地域活性化のために後奮闘されていますことに敬意を表します。
　さて、地方自治体においては、国が示した集中改革プランにより、定数内職員を大幅に削減した結果、住民サービスをこれまでどおり維持するために、臨時・非常勤職員を恒常的な業務にまで勤務させてきました。そしてその数は全国で６０万人を超え、もはや地方行政や住民サービスの重要な担い手となっていますが、一方でその処遇と雇用は「官製ワーキングプア」と呼ばれるような劣悪な賃金・労働条件となっています。こうした事態を改善すべく、特に以下の事項について、国や北海道に対し要請するよう申し入れます。
記
１　非常勤職員の諸手当支給制限に関する法律改正（地方自治法第203条の２および第204条）し、諸手当を支給できる制度とすること。
２　パート労働法の趣旨が地方公務員の臨時・非常勤職員にも適用されるよう法整備を進めること。
３　任期の定めのない短時間勤務制度を創設すること。
以　上
2011春闘ストライキ批准投票について
●取り組み
年間を通じて、一波につき２時間を上限としたストライキの実施について、批准投票を実施します。圧倒的な成功（最低でも前年度を上回る高批准率）をめざします。
●日　程
期　　間　　　　　　　　２月１４日（月）～２月２１日（月）
地本報告　　　　　　　　２月２１日（月）
道本部集約・中央報告　　２月２２日（火）
●報　告
下記の報告様式で、地方本部へ報告願います。集計の「投票率」「批准率」等は小数第３位で四捨五入してください。また、単組での投・開票は、選挙管理委員会が設置されているところについては選挙管理委員会で、未設置のところについても選挙管理委員会設置を基本に、最低でも立会人をおいてください。
●その他
　全道庁労連の医大労組および管内各研究機構労組の批准投票の集約については、全道庁労連本部に一括集約することで別途指示が出ていますので、各総支部の集約数には含まずに、報告いただくよう、お願いします。
●道本部への問い合わせ
ご不明な点は、道本部組織部（伊藤・大島・高山、TEL：011-747-3211）までお願いします。
	


2011ストライキ批准投票報告
単組名　　　　　　　　　　報告者氏名　　　　　　　　　　　　　　　
ストライキ批准投票報告様式（単組→地方本部）
	組合員
A
	投票数
B
	賛成数
C
	反　対
	白　紙
	無　効
	投票率
B／A
	賛成率
C／B
	批准率
C／A

	　
	
	
	
	
	
	
	
	


２０１１春闘　現業公企制度政策要求解説
（第113回中央委員会　第2号議案　ｐ63～67の解説）
以下に２０１１春闘現業公企制度政策要求書の内容について解説いたします。特に難解であると思われる事項のみの解説となりますが、要求項目選択、また交渉時の参考にしてください。
学校給食
１．2005年の食育基本法制定以後、地域における食育の推進が必要となっていることから、その取り組みに寄与する経験・知識・資格を持ち、かつ現在責務を持って調理に従事している職員(正規職員・非正規職員)の活用について考え方を示すこと。
《解説》
「食育」を推進するにあたり、経験豊かな調理員を学校内での児童生徒への教育、また地域へ運動を進める役目を持つことも、調理員の一つの活性化と言えます。現在調理員資格を持っている職員もいますし、またこれから取得を考えることも考え、これから大きな役割を担うことも可能であるという観点からの要求です。
資格については、「専門調理師」というのがありますが、そもそも昭和57年に創設されたこの資格は、食文化の発展、住民の食生活の向上・改善に関わることを目的とされており、資格の中で、特に「給食用特殊調理」という分野がありますので、まさに調理員さんにとって大きな資格となります。昨年秋の文科省との要求交渉で、文科省は「食育については、校長のリーダーシップのもとで各教職員が協力して学校教育全体の中で食育の推進をはかることが求められており、学校給食調理員が必要に応じて食に関する指導に協力することは大変意義のあることと考えている」と、答弁しています。
２．学校給食衛生管理基準を遵守し、学校給食の安全を確保するため、すでに任用している非正規職員を含めた調理従事職員に対する調理師資格取得の推進をすすめ、全調理従事職員（正規・非正規職員及び学校給食業務を担う社員）を対象とした衛生管理に関する研修を実施すること。
《解説》
学校給食衛生管理基準は、施設・設備、調理の課程、衛生管理（児童に対する衛生・保健指導）など多岐にわたることが要求され、とくに、調理設備・課程・衛生管理に関しては、給食調理員さんも大きな役割を果たすことができることを考え、研修などを実施し、資格取得の推進も含めた活性化についての要求です。
３．学校は地域の防災拠点であり、給食調理施設は災害時の炊き出し対応ができるよう事前に準備されておかなけ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ればならないことから、その対応に関する現在の整備状況・充実策について明らかにすること。
４．2010年までに地域の食育の根幹である食育推進計画を作成することとなっており、その作成には食・給食に関係する構成員が主体的に関与することが必要とされていることから、現在までの作成状況、もしくはその作成にあたってのプロセスついて明らかにすること。
《解説》
給食調理員が食育推進計画の中で関わることが計画の中に組み込まれているかどうかの質問回答要求です。
５．学校給食法の改正により、学校における食の位置づけが重要視されることから、主食、副食等が考慮された「完全給食」の必要性に対する認識を明らかにすること。
《解説》
一部の自治体で、パン、ミルクのみの配食が行われている実態を踏まえた要求ですが、完全給食が実施されている自治体ではこの項目については理解しにくいかも知れません。自治体の要求項目に合致しているか考慮の上、ご対応ください。
学校用務員
１．施設(校舎)の老朽化に伴う事故が多発しているため危険箇所の改善が急務です。早急に予算措置を講じて改善を図ること。また、児童・生徒が校舎内で気分が悪くなる症状を引き起こす、｢シックスクール症候群｣の例が報告されていることから、児童・生徒が学校で安全に生活するため、環境検査を徹底すること。
２．学校用務員も他の学校職員と連携し、不審者から児童・生徒を守るための対策に取り組むことを必要とされるので、危機管理体制の整備、施設(校舎)設備の改善を含め、より一層の安全対策を図ること。
《解説》
ここでは明記してませんが、法整備された「スクールガードリーダー」の配置について、北海道では現在、北海道教育長の見解として、リーダー対象者は警察退職者などを当てて規定の手当を配布し、実働隊はボランティアでまかなうことになっており、校内職員の用務員の活用については明記されておりません。児童・生徒の校内外の安全対策については用務員が関わることは望ましいと考えられることから、この係わり方についての要求です。
３．近年、進められている環境にやさしい「社会保全・資源循環型」の実現と市民自治の尊重を柱とした「環境自治体」づくりに基づき、学校においても環境問題を教育の一環として取り組みが進められています。一方、学校から出るごみの減量化をめざし「自区内処理の原則」をもとに堆肥化できるものは堆肥化することが求められていることから、樹木の剪定枝をチップ化し堆肥などに活用することや落ち葉は腐葉土に、学校給食等の生ごみも資源化し学校農園や花壇などへの活用など積極的な取り組みを行うとともに、必要な機材の導入を図ること。
４．学校は地域住民避難所として活用されることから、学校用務員が防災・救助活動等に中心的役割を担うための救急救命法や、防災備蓄物の取り扱い等の研修を実施し、災害時に即時に対応できる体制を構築すること。
環境保全・資源循環型廃棄物行政
１．廃棄物焼却施設における運転、点検等作業及び解体作業に従事する労働者のダイオキシン類ばく露防止対策や健康管理が適切に保てるようダイオキシン類対策特別措置法の徹底を図ること。
２．一般廃棄物処理計画の策定に当たっては、処理に関し関連を有する他の市町村との調和を図るとともに、廃棄物処理の状況や廃棄物関連法令の動向などをふまえ、必要に応じて見直しを進めていくこと。
３．産業廃棄物や廃棄家電製品等の不法投棄対策をはじめとして、廃棄物に関わる監視・指導・相談業務の重要性は増大している。業務の拡充にむけ、雇用対策の一環として職員を補充し専門の職員を配置するなど、自治体としての不法投棄対策等を一層強化すること。
４．アスベストによる被害が社会問題化され、既に不法投棄も発生しており、その被害防止の観点から、公共関与による適正な処理を行うこと。
５．道路交通法違反でもあるステップ乗車を行わないことを委託契約書に明記するなど、事業に伴う交通安全の遵守に関して積極的に取り組むこと。
６．カセットボンベやエアゾール缶等、未だ収集運搬・処理の過程において火災や爆発事故が後を絶たない。廃エアゾール缶等の適正処理及びリサイクルの促進を図るため必要な対策を講じること。
７．在宅医療系廃棄物について、適切に排出されるよう住民への周知・啓発を行うのはもちろんのこと、道や医療関係機関との密接な連携を図りながら安全で適正な処理がされるよう取り組みを進めること。
８．災害廃棄物対策について環境省が示している「震災廃棄物対策指針」「水害廃棄物対策指針」に沿った対応がはかれるよう早期に処理体制の整備・確立をはかること。また、災害廃棄物の処理について、広域的な連携体制を築くよう関係団体との調整をはかること。
《解説》
8項について
「震災廃棄物対策指針」とは、
1998年当時の厚生省が策定し、阪神・淡路大震災の経験を下に、がれき、生活ゴミ、し尿、環境汚染懸念物質（アスベストなど）などの大量廃棄物の収集、処理計画及びそれに関する一連の業務の体制をあらかじめ作る。廃棄物処理施設に関しては耐震を施されたものでなければならない。近隣町村との相互協力体制をあらかじめ整備する。特に下水道普及地域では、バキュームカーが少ないことから必要台数の確保に手間取った報告がされています。
「水害廃棄物対策指針」とは、
環境省が2005年、都道府県に通知し、水害時の廃棄物に処理で市町村内の組織体制や周辺市町村との広域的な相互協力体制の整備が必要であるということです。
水害発生前にあらかじめ「水害廃棄物処理計画」を策定しておくことが重要だと指摘されています。さらに、水分を多く含み腐敗しやすく悪臭・汚水を発生するといった水害廃棄物の特徴を踏まえつつ、水害廃棄物の分別排出・処分方法や、仮置場の配置・運営計画など「水害廃棄物処理計画」に盛り込むべき具体的内容についての考え方を提示したほか、水害発生時からの廃棄物削減のための市民への呼びかけや、水害廃棄物発生量の推計、推計にもとづいた計画的処理など、市町村による水害発生時からの具体的な対応の手順も示しました。このほか特に被害が甚大な水害については、都道府県や国が広域的支援体制を整備・調整することや、市町村が中長期的な「水害廃棄物処理進行管理計画」を作成し、計画にもとづいて処理を行う必要性を指示しています。
９．一般廃棄物収集運搬無許可業者が家庭からの廃棄物を回収し、その廃棄物を不法投棄し、また高額な処理料金を請求をされたといった事案も出ている。今後、不適切事案を防止し、住民に対し適正な廃棄物処理を推進するためにもこのような業者に対する取り締まりの強化と対策をはかること。
《解説》
　　　トラックなどの宣伝車を使用した廃棄物処理業者が巡回し、家電など適切な処理が法的に定められている回収の報告もあり、回収後の不法投棄例などから取り締まり強化を要求します。道交渉時にも、指導を促しましたが、｢自治体の判断でとりおこなうべきもの｣との回答が出されており、自治体独自での解決が迫られています。尚、他府県では現業職が長期年にわたって追跡した資料を提示し、違法業者の告発まで至ったという報告もあります。
10．循環型社会形成を推進するために、児童に対しての環境教育を行うこと。
11．廃棄物行政の質的向上を図るため、職員の知識を養う研修の拡充を図ること。
12．廃棄物処理施設等廃棄物行政に対する財政措置の強化拡充に対する要望
　廃棄物処理施設の整備には多額の費用を要し、各市町村にとって大きな財政負担となっていることから、循環型社会形成推進交付金制度の改善をはじめとした次の事項について国や道に対して強く要望すること。
(1) 廃棄物処理施設の長寿命化・延命化を図る基幹改良事業について交付対象とすること。
(2) 施設周辺環境整備事業について次の事業を交付対象とすること。
①　施設の周辺環境整備事業
②　廃棄物施設の建屋部分及び管理棟を含むすべての建屋部分
③　普及啓発施設
4 リサイクル施設等において施設と一体となって使用する重機
⑤　ダイオキシン類の飛散・暴露防止対策事業
　《解説》
①の「施設周辺環境整備事業」はゴミ焼却炉施設など、環境対策施設周辺の緑化・景観への事業において、費用の一部を負担する制度。この制度は「施設内」の整備事業に限られるため、その周辺にまで広域化した補助を行い、施設近隣住民への配慮を促します。
　②についても建物自体には補助要件となっておらず、同様の要求です。
③の普及啓発施設とは、直接処理施設以外にも、自治体によって独自に啓発する環境政策アピール施設などもその対象とすべきということです。
④も同様で、施設内で使用する重機に対しての交付補助要求です。
④環境破壊物質対策への要求です。
(3) 廃止した焼却炉の解体を促進し、地球環境を保全するための新たな廃棄物処理施設整備を伴わない解体工事などについて、新たな財政支援制度を創設するなど十分な財政支援を行うこと。
13．リサイクル関連法の円滑な推進に関する要望
　　容器包装リサイクル法の施行以来、容器包装廃棄物のリサイクルは進展したにもかかわらず、容器包装廃棄物の排出量は減っていないという事実をふまえ、容器包装廃棄物の発生抑制・再使用への取り組みを次の事項について国や道に対して強く要望すること。
(1) 容器包装廃棄物の減量と環境負荷の低減を進め、３Ｒの一層の推進を図るために次の仕組みを構築すること。
①　デポジット制度の導入
《解説》
製品に回収費を付加することによって、容器を返却時に一定料を変換する制度です。
2 飲料用容器等の規格化、製造・販売業者にリターナブル容器の使用及び回収の義務付け等ワンウェイ容器の製造・販売を抑制するための方策を検討すること
《解説》
容器自体が再利用できるもの（以前の空きビン回収のように）の普及を要求します。
③　ガラス製容器のリターナブル・リサイクルを促進するため、色、形状の規格の統一や識別表示を義務化すること
(2) 容器包装リサイクル法では、「事業者が市町村に資金を拠出する制度」を創設したが、依然として市町村の役割負担が大きく、分別収集が進むほどに市町村の財政を圧迫している。一方事業者の役割分担は比較的軽いことから、容器包装廃棄物の発生抑制効果は乏しく、ペットボトルに見られるよに大量消費・大量リサイクルを招いている。ついては、拡大生産者責任の観点から、分別収集・選別保管に関わる経費に一定の負担を課すとともに、市町村負担分の再商品化費用についても事業者負担とすること。
(3)プラスチック制容器包装の引き取り品質基準において異物扱いとなっている指定収集袋及び市販の収集袋については、プラスチック製容器包装の効率的・円滑な分別収集などに必要・不可欠であることから、法の対象物に準じるものとして取り扱うよう早急に対処すること。
(4) 容器包装以外のプラスチック製廃棄物のリサイクルが進められるよう、分別基準の緩和や制度の見直しなどについて検討すること。
(5) 廃家電製品の不法投棄の防止と適正処理・リサイクルの一層の促進を図るため、販売時費用回収　方式（前払い方式）あるいは製品価格への上乗せ（内部化）に改めること。
水道・下水道
(1) 公的関与が著しく阻害される包括的民間委託は行わないこと。
(2) 災害時における、他自治体からの応援・支援体制を確立し機能できるよう、組織形態や指揮命令機能系統などを確立すること。また、被害を想定した訓練を実施すること。
(3) 技術系職員の採用を行うこと。
(4) 水道の大口需要者の地下水移管に対して、何らかの自治体としての対策を講じること
《解説》
現在、小規模でも低コストで地下水浄化処理ができるようになったことから、地下水を利用する大型企業が増加しています。こうした大口地下水使用者の増加により、水道事業の経営に大きな影響を受けています。このことは、単に収入が減って水道事業経営が苦しくなるという課題だけではなく、需要が大きい企業などが使用水量を自由に変動させることになると、水道法に基づく常時給水義務を前提とした水道システムが維持できなくなるという大きな問題です。施設を維持するために料金収入を確保しようとすると、企業など大口使用者からの料金収入が減少した分を、専用水道を利用できない一般家庭など多くの使用者に負担を転嫁することにつながります。また、地下水の使用が極端に増えると、現在段階では想像のつかない環境へのダメージもないとは言えません。今後、無秩序に大口地下水利用企業が拡大するのを防ぐために、地下水の保全～蛇口までのトータル的な水質管理、地下水の公共利用のありかた、公平な負担の持ち方など、様々な視点から検討が必要であり、水道事業自体も住民への情報提供につとめながら積極的な問題提起が必要であると考えます。
　つまり、水道事業は大口事業者の負担金が大きな値を占めるため、そういった事業者が無料で地下水を使用することで費用軽減をはかるといった行為が増えてくると、水道収入が減った分は当然住民に付加していかなければなりません。水道事業が従前から持ち得ている公共性が失われることがないよう、自治体水道管理部門がその対象事業者に対して立ち入り検査実施などを含めた考え方を今から準備しておかなければならないということです。
(5) 総務省が進める「公営企業会計制度の見直しに」に関して、当事業体が受ける影響について明らかにすること。
《解説》
「公営企業会計制度の見直し」とは、2009年に総務省内に設けた研究会で、地方公営企業会計について討議され、その報告のもとに所管の政省令を改正し、移行期間を経て、2013年4月1日を目標として新たな基準の導入を考えており、その内容とは、第１に「借入資本金を負担計上」であり、水道事業など公営企業の維持には多くの施設整備が必要であり、その資金を多くの事業体では、民間企業のように株式などによる資金調達ができないために、企業債や一般会計からの借入金でまかなっています。そのため公営企業会計では、施設整備（建設改良）に使われた借入金を「借り入れている資本金＝「借入資本金」として経理されています。しかし、これを負債と計理士、返済する義務があることから借金として取り扱われることを示しています。
また、「資本金制度」について地方分権推進計画の中で、これまでの、公営企業での利益（余剰金）は、1/20以上の額を法定積立金とするように義務づけられていることに対し、この積立金制度を廃止、使用用途も解放し、自治体条例または議会の議決で処分が可能になるというものです。つまり、その公営企業の修繕積み立てなどに使用できなくなる可能性があるということです。公共の福祉が経済性の発揮により切り捨てられないようにしなければならないのです。そのほかの制度改正も合わせ公営企業会計が苦しくなると予想される改革です。そうなると自ずと住民負担ほか、問題点が多いと考えられます。
参考資料
２０１０年 文科省予算要求
偽装委託問題　要求
学校用務業務の外部委託について、偽装請負などの違法行為が行われないよう、各教育委員会に対して法令遵守を徹底するよう求めること。また、教育の現場で違法行為を放置しておくことは自動・生徒に対する教育上も問題であることから、外部委託に関する実態調査を行い、違法行為が行われている場合には速やかに改善するよう要請すること。
回答
学校用務員業務の外部委託については､請負契約によって受託者には注する場合、発注者たる教育委員会と校長は請負契約に基づいて訟務員業務を行うものに対して指揮命令できないことを十分留意して頂く必要があると思う。なお、個別の事例に関する労働者派遣法上の監督については、厚生労働省または都道府県労働局が行っているが、仮に違法行為があった場合は必要に応じて文部科学省としても個別に教育委員会に対して指導を行っていきたい。
専門調理資格　要求
昭和57年に創設された専門調理師資格は、食文化の発展、国民の食生活の向上・改善に寄与することを目的としており、厚生労働大臣より「専門調理師・専門技能士」の称号が交付され調理師学校の教員資格も与えられるという食育に活用されるべきものとなっている。食育推進基本計画、食育白書、食に関する指導の手引きにおける食育に関する調理の重要性、専門調理資格の活用、学校給食関係者による食育に際し学校給食調理従事者が担うべき役割に対する文部科学省の見解を明らかにすること。
回答
食育にかかわる学校給食調理従事者の役割については、学校給食を食の教材として活用するためには、おいしく魅力的なものであるとともに、安心･安全なものであることが不可欠。このため学校給食調理員の役割はきわめて重要であると考えている。文部科学省としても日本スポーツ振興センターとともに食の安全に関する調理員講習会を毎年開催し、資質の向上をはかっているところ。「食に関する指導の手引き」の「学校給食を生きた教材として活用した食育の推進」の中で、十分な衛生管理の下、安全で安心な給食であること（の重要性）について触れているところ。校長のリーダーシップの下各教職員が協力して学校教育全体の中で食育の推進をはかることが求められており、学校給食調理員が必要に応じて食に関する指導に協力することは大変意義のあることと考えている。
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